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(注）金額・％の合計は、四捨五入の関係で必ずしも一致しません。

教育費
1,516
(25.0)

衛生費
247
(4.1)

労働費
84
(1.4)

災害復旧費
38
(0.6)

議会費
13
(0.2) 予備費

2
(0.1)

警察費
330
(5.4)

諸支出金
267
(4.4)

商工費
215
(3.5)

総務費
393
(6.5)

民生費
931
(15.4)

土木費
823
(13.6)

公債費
708
(11.7)

農林水産費
488
(8.1)

１　沖縄県財政の状況（歳出）

○　県のお金は何に使われているの？

○　平成22年度一般会計予算における歳出6,055億円のうち、最も額が大き
　いのは教育費(　　　)1,516億円で､全体の25％を占めています。

○　以下、民生費(　　　)931億円で15%、土木費(　　　)823億円で14%､
　公債費(　　　)708億円で12%、などとなっています。

歳出合計
6,055億円

○ 生活保護費
○ 後期高齢者医療
　 負担金
○ 介護保険負担金
○ 国保負担金
○ 保育所運営補助
　　　　　　　など

○ 道路、河川、港湾、
    公園、空港の整備
　                など

○ 農業ダム･
    貯水池の
    整備
○ 農地改良
○ 漁港の整備
　       　など

（平成22年度当初予算）

○ 借入金の
    元金･利子
    の支払い
       　など

○ 市町村立小･中
    学校教職員の
　 給与
○ 県立学校教職員
    の給与
○ 県立学校校舎の
　 改築
　　　　　    など

（単位：億円、％）
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(注）金額・％の合計は、四捨五入の関係で必ずしも一致しません。

２　沖縄県財政の状況（性質別歳出）

○　使いみちを経済的な性質からみると…

○　歳出を性質別にみると、義務的経費（　　　）で2,881億円と、全体の
　48%を占めています。

○　投資的経費（　　　）は1,333億円で22％、その他の経費（　　　　）
　は1,841億円で30%となっています。

補助費等
1,280
(21.1)

補助事業
1,175
(19.4)

扶助費
237
(3.9)

公債費
707
(11.7)

人件費
1,937
(32.0)

単独事業
158
(2.6)

物件費
364
(6.0)

貸付金
123
(2.0)

維持
補修費
25
(0.4)

積立金
24
(0.4)

繰出金
21
(0.3)

･予備費   2（0.1）
･投資及び出資金　２（0.1）

歳出合計
6,055億円

○ 教職員の給与
○ 警察職員の給与
○ 行政職員の給与
　　　　　　　など

○ 後期高齢者医療
　 負担金
○ 国保負担金
○ 県立病院繰出金
○ 産業振興、雇用
　 創出のための
　 補助事業
　　　　　など

○ 生活保護費
○ 障害者自立支援医療費
○ 難病疾患の医療費負担
　　　　　　　　　など

○ 国からの補助を受けて実施する
　 建設事業、災害復旧事業　　など

（平成22年度当初予算）

○ 借入金の
　 元金･利子
    の支払い

○ 県独自の
    経費で実
    施する
    建設事業,
    災害復旧
    事業
           など

（単位：億円、％）
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(注）金額・％の合計は、四捨五入の関係で必ずしも一致しません。

3  沖縄県財政の状況（歳入）

○　どんなお金が入ってくるの？（歳入の内訳）

○　県税などの自主財源（　　　）は1,707億円で28％しかなく,全体の72%
　を地方交付税などの依存財源（　　　）で占めています。

※　また、国全体で地方交付税の財源が足りず、財源不足の穴埋めに県が借金
　をしています（臨時財政対策債）。ただし、その元金・利子は、来年度以降
　の交付税で全額補てんされることになっています｡

県税
839
(13.8)

県債(借入金）
846
(14.0)

国庫支出金
1,464
(24.2)

地方交付税
1,885
(31.1)

譲与税、
特例交付金など

153
(2.5)

地方消費税
清算金
210
(3.5)

【依存財源】
4,348
(71.8)

（うち臨時財政対策債）
555
(9.2)

歳入合計
6,055億円

【自主財源】
1,707
(28.2)

使用料･手数料
財産収入など
129
(2.1)

基金から
の繰入金
など
306
(5.1)

貸付金の
回収など
223
(3.7)

（平成22年度当初予算）

※

（単位：億円、％）
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※ 予算額1,000億円 ＝ 家計100万円

① 給料 月額 ① 食費 月額

（県税、財産収入 円 （人件費） 円

    使用料･手数料など）

② 借金の返済 月額

② ボーナス １回当たり （公債費） 円

（地方交付税、 円

　　譲与税など） （年２回） ③ 医療･介護保険料 月額

（扶助費） 円

③ 親からの仕送り 月当たり

（国庫支出金） 円 ④ 教育費・子ども 月当たり

へ仕送り 円

④ 貯金取崩し 月当たり （補助、繰出金など）

（繰入金） 円

⑤ 光熱水費・通信費 月額

⑤ 銀行借入れ 年当たり （物件費） 円

（県債） 円

・うちボーナス 円 ⑥ 家・車・電化製 年当たり

　不足分（臨時財政対策債） 品の買替、修理 円

（投資的経費、維持補修費）

⑦ 模合金、貯金など 月当たり

（積立、貸付金など） 円

円） 円）

借金（県債） 6,920,700282,000 円貯金（主要３基金）

30,300

108,600

504,600（月額　※ボーナス分含む （月額　※ボーナス分含む

846,200

円

(555,000)

年額

円

1,357,800

161,400

59,000

19,700

504,600

円6,055,000

12,400

収入 支出

116,700

6,055,000年額

1,019,000

25,500

122,000

４　本県財政を家計にたとえると…

○　平成22年度　沖縄家の家計簿

○　平成22年度末　貯金と借金の残高

「来年のボーナスで補てんする
　から借りといて」と社長。

使途
特定

節約
中

義務
費

給与
収入

節約
中
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５　一般会計の歳出･歳入の推移

○　歳出･歳入総額は､17年度以降横ばい傾向でしたが、近年はやや上昇しています。

○　所得税から住民税への税源移譲などに伴い、19年度に自主財源の割合は32.3%
　となりましたが、近年は景気低迷などの影響もあり、30%に満たない状況です。

○　原則として､県債の発行は建設事業の財源とする場合に限られますが（　　　）､
　地方交付税の不足を埋めるため､平成13年度から臨時財政対策債（　　　）を発行
　しています｡平成22年度は555億円で、過去最高額となりました。

226

457
555

118

241 292 225

203
186

399

6,446 6,471 6,386
6,201

6,014
5,859

5,958 5,961 5,901 5,925
6,055

1,664 1,695 1,714 1,626
1,754 1,672 1,729

1,928
1,782 1,697 1,707

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

0

200

400

600

800

1,000

1,200

○　これまではどうだったの？（過去10年間の当初予算額の推移）

（億円）

(25.8%)

（年度）

（億円）

平成

469

596

785

県税など自主財源の額
（ ）は、歳入・歳出に占める割合

臨時財政
対策債

605

385

556

597
619

657

846
830

歳出・歳入総額

(32.3%)

(28.2%)

県債
借入額
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６　これまでの行財政改革の取組

時
代
の
変
化
に
応
じ
た

行
財
政
改
革
の
着
実
な
実
施

沖縄県行財政改革プラン（前プラン）の実績

○事務事業の見直し　→　４４事業の廃止、2９９事業の休止・縮小・統合など

○公の施設の管理のあり方見直し　→　32施設に指定管理者制度を導入
○出先機関の見直し　→　９機関の廃止、宮古・八重山支庁の再編など

○定員管理の適正化　→　1,155人の純減
○県単補助金の見直し　→　７７件の廃止や２３０件の縮小を行う

○公社等外郭団体の統廃合・整理縮小等　→　3法人の廃止、3法人の事務局統合など
○県税収入の確保　→　個人県民税の徴収対策、コンビニ収納の導入など

前プランの実績：　当初の目標額３１８億円を上回る４５２億円

しかしながら
今後も厳しい財政状況

が続く見込み
今後の財政収支を見てみる

と・・・・

（Ｐ７）
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5 ,948
5 ,896 6 ,008 6 ,102 6 ,132

6 ,359 6 ,362 6 ,479
6 ,577

6 ,695

5,818 5 ,759 5 ,841 5 ,877 5 ,843 6 ,020 5 ,987 5 ,993 6 ,057 6 ,111

5 ,000

5 ,500

6 ,000

6 ,500

7 ,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

歳入

歳出

 【 歳 入 】　－　【 歳 出 】　＝　【 収 支 不 足 】

▲ 130
▲ 137

▲ 167

▲ 225

▲ 289

▲ 339

▲ 375

▲ 486

▲ 520

▲ 583

▲ 600

▲ 400

▲ 200

0

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

７　今後の財政収支の見通し

○　地方交付税などの一般財源の大幅な増加は期待できない反面､社会
   保障関係費や公債費などの義務的な経費は増加が見込まれます。

○　このため、今後も継続的に収支不足（単年度の財源不足）が生じ､
　平成32年度にはその額が▲583億円に達することが見込まれます。

○　平成22年度当初予算をベースに､今後10年間の財政収支を試算。

※ 詳細は、「今後の財政収支の見通し（平成22年３月・沖縄県)」をご覧ください。
　 http://www3.pref.okinawa.jp/site/view/cateview.jsp?cateid=21

（単位：億円）

（単位：億円）

　長期推計　沖縄県 検索
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※ 予算額1,000億円 ＝ 家計100万円

① 給料 月額 ① 食費 月額

（県税、財産収入 円 （人件費） 円

    使用料･手数料など）

② 借金の返済 月額

② ボーナス １回当たり （公債費） 円

（地方交付税、 円

　　譲与税など） （年２回） ③ 医療･介護保険料 月額

（扶助費） 円

③ 親からの仕送り 月当たり

（国庫支出金） 円 ④ 教育費・子ども 月当たり

へ仕送り 円

④ 貯金取崩し 月当たり （補助、繰出金など）

（繰入金） 円

⑤ 光熱水費・通信費 月額

⑤ 銀行借入れ 年当たり （物件費） 円

（県債） 円

⑥ 家・車・電化製 年当たり

品の買替、修理 円

（投資的経費、維持補修費）

円）

⑦ 模合金、貯金など 月当たり

（積立、貸付金など） 円

円）

そうならないために…　　　

年額 円

円▲583,000年額

126,100

円

1,282,300

収入 支出

131,900

936,700

154,100

105,200

6,112,000

31,000

557,900

円6,695,000

10,500

貯金（主要３基金）

25,500

124,700

509,300（月額　※ボーナス分含む

（月額　※ボーナス分含む

1,138,300

年額

400

借金（県債） 8,746,0000 円

８　沖縄家の10年後（お母さんの心配…）

○　平成32年度　沖縄家の家計簿

○　平成32年度末　貯金と借金の残高

増加

減少

増加

どうするべき～？

増加

横
ばい 減少

微増

増加

収支
不足

（Ｐ9）
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９　新沖縄県行財政改革プランの策定

　分権型社会の進展や本県の厳しい財政状況及び間近に迫る振興計画の終了等、本県にとって
大きな変革期であっても、県民に対する行政サービスの維持・向上に努めていくことが行政に課せ
られた責務・・・・・。

県民とともに将来への責任を果たす行政体制の整備と財政基盤の確立

基本理念

簡素で効率的な
行政運営システムの構築

持続力ある
財政基盤の確立

☆県民視点による行政運

  営の充実
☆効率的な行政体制の構

  築
☆職員の意識改革及び人

  材の育成
☆給与等の適正化
☆電子自治体の推進

☆歳入の確保
☆歳出の見直し
☆公会計改革
☆県債発行の抑制及び適

  正な基金残高の確保
☆公営企業の経営健全

  化及び一般会計繰入金
  の適正化

　役割分担の明確化と協働・連携

　効率的かつ効果的な行政資源の最適配分
視
　
点

基本方針① 基本方針③

☆県と市町村の適切な役

  割分担
☆多様な主体との協働・

  連携及び民間活用の推
  進
☆公社等外郭団体の見

  直し

　県民一体となった行財政運営

実施期間：　平成22年度から平成25年
（前期：H22～23年　後期：H24～25年）

具　体　的　な　方　策

地方分権型社会に
向けた協働体制の構築

基本方針②

※平成22年3月策定

【歳入関係】：約３７億円
・県税収入の確保／・使用料及び手数
料の見直し／・未利用財産の売却促進
等

【歳出関係】：約１１８億円
・事務事業の見直し／・定員管理の
適正化／・県単補助金の見直し　等

見込まれる主な財政効果　→　目標額：約１５５億円
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○ 沖縄県の財政に関するお問い合わせやご意見は
　 沖縄県総務部財政課まで
　 TEL：098-866-2095
　 E-mail：aa006009@pref.okinawa.lg.jp
　 財政課のホームページ
　 http://www3.pref.okinawa.jp/site/view/cateview.jsp?cateid=21

○ 沖縄県の行政改革に関するお問い合わせやご意見は
　 沖縄県総務部行政改革推進課まで
　 TEL：098-866-2155
　 E-mail：aa003010@pref.okinawa.lg.jp
    行政改革推進課のホームページ
　 http://www3.pref.okinawa.jp/site/view/cateview.jsp?cateid=18

平成22年７月

沖縄県




